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本研究では，消費者行動と商業施設立地の間に生じ得る２つの相互作用を考慮した買物行動モデルを構

築する．具体的には，(1)施設の品揃えや商品価格等を介した市場的相互作用（集積の経済），及び，(2)
施設の賑わいや地域・施設への愛着等を介した非市場的相互作用を考慮した目的地選択モデルを構築する．

前者のみに着目した既存研究は数多くみられるものの，コミュニティ内の買物施設存続といった問題を検

討する際には，後者の影響を定量的に把握しておくことが望ましい．提案したモデルを用いて，広島市を

対象とした実証分析を行い，市場的相互作用及び非市場的相互作用が買物需給メカニズムに及ぼす影響を

定量的に示す．

 Key Words : shopping behavior, retail attractiveness, social interaction, multiple equilibria 

1. はじめに 

これまで我が国では，自動車の普及や道路ネットワー

クの拡充等で交通コストが低下し，地区間の移動が容易

になったことで，地区内で行われていた多くの買物行動

が，地区外で行われることが多くなった．その結果，小

売店の統廃合が引き起こされ，郊外の大規模小売店は増

加する一方で，地区内の小規模小売店は淘汰される傾向

がみられる．一方，住民の高齢化に伴う交通コストの増

大を鑑みれば，将来的には，近隣小規模小売店を存続さ

せることが，最低限の生活関連施設へのアクセスを確保

するという社会福祉的な観点から重要になるものと考え

られる．しかしながら，現時点の情勢が続けば，近隣小

規模小売店への需要が増大すると考えられる将来時点に

おいては既に店舗が撤退している可能性は低くはない． 

以上のような状況は，伝統的には，「市場における消

費者行動（需要）と小売業者の行動（供給）の相互作用

の結果として生じた需給均衡状態により商業店舗の立地

パターンが決まる」との仮定のもとでモデル化される1) 2) 

3) 4)．たとえばHarris and Wilson1)のモデルでは，特定の地域

に商業施設が集まることによって集積の経済が生じ，そ

れに伴い消費者も当該地域に出向くといった相互作用が

記述される．本研究では，このような消費者行動と小売

業者の行動の相互作用を市場的相互作用と呼称する． 

一方，地区内の小規模小売店等においては，上記とは

異なるメカニズムで相互作用が発生しうる5)．たとえば

小売業者は，（利潤ではなく）周辺住民の利便性を鑑み

て選択的に商品・サービスを提供したり，参入／撤退の

意思決定を行う可能性がある．また，住民は，人付き合

い，知人との交流，賑わいなどの非市場的要因により近

隣の小規模小売店を選択する可能性がある．本研究では，

このような消費者行動と企業行動及び消費者間の相互作

用を非市場的相互作用と呼称する． 

上述した市場的相互作用，及び，非市場的相互作用の

双方の影響のもとで小規模小売店の撤退可能性が決まる

とする場合，市場的相互作用のみを考慮したモデルによ
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り自然に導かれる結論――交通コストの低下に伴う小規

模小売店撤退リスクの増大――は，必ずしも当てはまる

とは限らない．実際，「顔なじみ」といったコミュニケ

ーション要素が買物施設の選択に影響しているという報

告6)があり，人口が少なくとも小売店を維持している集

落・地区は数多く見られる．一方，当然のことながら，

このような非市場的相互作用が生じない地区も多数ある

と考えられる．非市場的相互作用が生じる条件として，

住民の地域愛着やコミュニティの互酬性等が想定できよ

う． 

 以上の点を踏まえると，小規模小売店の撤退リスクを

特定する場合や，その維持方策を考える場合，当該小売

店が市場的相互作用を通じて維持されているのか，非市

場的相互作用を通じて維持されているのかを識別するこ

とが極めて重要になる． 

そこで本研究では，市場的相互作用と非市場的相互作

用の双方を考慮した買物目的地選択モデルを構築し，両

者の識別を試みる．本稿で提案するモデルは，Harris and 

Wilson1)の市場的相互作用モデルと力石ら 5)の非市場的相

互作用モデルを単純に統合したものであるが，ある一定

の仮定のもとでは，その均衡解は既存のモデルとは異な

る事象を記述できる．具体的には，提案モデルでは，非

市場的相互作用の均衡が，市場的相互作用の均衡に先立

って生じるという仮定のもとでは，市場メカニズムの観

点からは明らかに存続し得ないような小規模小売店であ

っても，非市場的な相互作用を通じて存続が可能になる

状況がモデル化される．なお，上述したように，非市場

的相互作用は，消費者行動と小売業者の行動双方におい

て発生しうるものであるが，本稿では，消費者行動の視

点からのみ非市場的相互作用を扱う．小売業者の行動の

精緻化については，今後の課題としたい． 

本研究の構成は以下のとおりである．まず 2章におい

て関連する研究のレビューを行い，本研究の位置づけを

明確にする．3章では，本研究で提案する買物目的地選

択モデルを導入する．4章では，提案モデルの特性を述

べる．また，5章では，実証分析での対象地域や使用デ

ータについて述べ，実証分析の結果とその問題点につい

て考察する．6章では，本研究において得られた知見を

まとめるとともに，今後の課題について述べる． 

2. 既往研究のレビュー

(1) 市場的相互作用のモデル化に関する既往研究

Harris & Wiison1)は，買物施設立地に関して，消費者需

要に応じ買物施設の規模（床面積）を調節すると仮定し

たモデルを提案している．また，消費者需要が床面積に

対して収穫逓増になることも想定した定式化がされてお

り，施設立地の均衡状態が複数存在する可能性があるこ

とも示されている．文7)は，小売店の参入撤退行動につ

いて，多数の小規模小売業者が完全競争を行う場合，少

数の大規模小売業者が寡占競争を行う場合の2通りを想

定し，それぞれのパターンごとに商業立地均衡をモデル

化した．山田ら4)は，買物困難者問題に関して，買物受

給モデルを構築し，小売店の参入撤退行動をモデル化す

るとともに，高松市を対象として，構築モデルを用いた

実証分析を行っている．以上の研究は，いずれも市場的

相互作用のみを考慮したモデル化となっている．

(2) 非市場的相互作用のモデル化に関する既往研究

非市場的相互作用を扱う研究は，Manski8)を嚆矢とし

て過去20年間のうちに飛躍的な発展している．力石ら 9)

に基づくと，非市場的相互作用の分類の視点として以下

がある． 

1. 他者との接続関係：個人の所属する準拠集団（グ

ループ）を想定するか[group]，個々のつながりを表

すネットワークを想定するか[network] 

2. 影響の形態：つながりを持つ他の主体の集計的な

行動（e.g.,当該施設での買物客数）に影響を受ける

か[aggregate]，平均的な行動（e.g., 同年代の平均的な

嗜好・行動）に影響を受けるか[average] 

3. 当該主体にとって，他の主体の特性・行動に関す

る情報が完備であるか[complete]，不完備であるか

[incomplete] 

買物行動における非市場的相互作用をモデル化する上

では，幾つかの組み合わせが候補として考えられる．ま

ず，group–average–incompleteを想定し，準拠集団に近隣住

区を指定した場合，準拠集団の持つコミュニティ意識や

規範といった影響を表現していると解釈できる10)．一方，

年齢や性別により準拠集団を構成する場合，特定の年代

における流行等を介した相互作用として解釈できる．次

に，networkを想定する場合，つながりのある友人・知人

の買物行動に影響を受ける状況をモデル化していると解

釈できる（この場合，aggregate及びaverageのいずれもあ

り得る）．また，買い物客が集まることによって生じる

賑わい等を表現する場合，aggregateモデルの方が望まし

い． 

上記のように，準拠集団の設定や相互作用構造の設定

によって様々な非市場的相互作用の記述が可能と考えら

れるが，本稿では，その中でも特にgroup–aggregateを想

定した非市場的相互作用を採用する．これは，主に以下

の2つの理由による．第一に，aggregateモデルの場合，人

口の増減に伴い相互作用の影響の大きさが変化すること

を表現できるため，人口減少下における小規模小売店の

撤退リスクを考える上で有用と考えられる．第二に，

groupの場合，networkと異なり，観測が容易であるため，
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実証的な検証が容易に行える．なお，complete/incomplete

に関しては，groupを想定する限り両者に定式化上の差

異はほとんどないといえる9)． 

上記にみたような非市場的相互作用を扱うモデルを用

いた買物行動分析は極めて限られている． 

(3) 本研究の位置付け

以上の既往研究を踏まえた上で，本研究では，市場的

相互作用と非市場的相互作用の双方を考慮するとともに，

その2つの相互作用が明示的に分離されるよう定式化し

た買物目的地選択モデルを構築する． 

3. 買物目的地選択モデルの構築

 本研究では，市場的相互作用により発生する買物施設

の魅力度を「市場的買物魅力度」，非市場的相互作用に

より発生する買物施設の魅力度を「非市場的買物魅力度」

と呼ぶこととする． 

(1) 消費者行動の定式化

個人 が地域 において買物を行う確率 を以下のロ

ジット型の離散選択モデルにより表現する． 

	

∑ 	 (1) 

ln β x (2)

ここで， は個人 が地域 での買物から得られる効用の

確定項， , , は未知パラメータ，β は未知パラメー

タベクトル（転置記号 . は以下省略）， は地域 の

小売店の床面積， は地域 の非市場的買物魅力度を表

す変数，	x は個人 の地域 へのアクセシビリティ等の

説明変数ベクトルである． 

また，(2)式の第1項は，地域 における買物の市場的魅

力度を表している．ここで，魅力度は当該地域における

品揃えにより表現されると考えられるが，実際に観測す

るのは難しいため，代理指標として床面積 を採用し

ている． 

一方で，非市場的買物魅力度 は，「賑わい」や「知

人との遭遇しやすさ」といった事項を通して表現される

非市場的魅力度である．ここで，当該地域の賑わいは集

中買物トリップ数を代理指標と仮定すると，非市場的買

物魅力度 は，当該地域の買物需要に依存するものと考

えられる．そこで本研究では， を当該地域の総買物需

要 の関数として以下のように定義する． 

 (3)

分析対象地域全体の総買物需要を ∑ ( : 個

人 の買物トリップ頻度)とすれば，地域 の買物需要

は以下のように定式化される． 

∑ ∙ (4)

ここで， ∑ である． 

(2) 小売企業の行動の定式化

地域 における小売業者の利潤は，以下のように定式

化される． 

Π  (5)

ここで， は1トリップ当たりの粗利益（＝買物客1人当

たりで得られる粗利益）， は地域 における単位床面

積当たりの地代である． 

地域 における小売業者は，利潤が正であるならば床

面積を拡大，負であるならば縮小すると仮定する．この

とき，ゼロ利潤条件より，以下のような関係式が成立す

る． 

	Π 0			,			 			 0
	Π 0			,			 			 0 (6)

また，均衡状態では，任意の地域jに対して 

Π 0 (7)

である．従って，以下のような関係式が成立する． 

∑ ∑ ∑ (8)

(3) 均衡解

以上の仮定下では，(3)式，(4)式，(7)式が同時に成立

する均衡解は，買物需要 の不動点問題の解に等しい． 

∑
∑  (9) 

(4) 本研究での仮定

本研究では，以下に示す仮定の下で実証分析を行う． 

[仮定 1] 買物トリップ頻度は全個人で一定，即ち

∑ ∙ ∙ とする． 

[仮定 2] 買物目的地の選択肢集合は，2008年広島市交通

実態調査データでのゾーニングに従う． 

[仮定 3] 非市場的買物魅力度 と買物需要 は線形の関

係  ( 0)にある． 

以上の仮定下においては，個人 が地域 において買物

を行う確率 は，以下のように定義される． 

∑   

＝	
∑  (10)

(5) モデルの推定法

市場的又は非市場的相互作用を扱うモデルでは，現状
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が均衡状態にあるとの想定のもとパラメータを推定する

構造推定が頻繁に採用される．このような仮定は，比較

的短期のうちに均衡状態への調整が可能と考えられる非

市場的相互作用の場合についてはある程度妥当性がある

と思われる．一方，床面積や従業員数等が均衡点に向か

って調整されると考える市場的相互作用は，調整にかか

る時間が通常長いことから，現状が均衡状態にあるのか

どうか（すなわち，構造推定を行うべきかどうか） に

ついては，判断が難しい．そこで今回の推定では，非市

場的相互作用のみ内生変数として扱い，市場的相互作用

を表現する床面積については外生変数として扱う．但し，

長期的な視座に立ったシミュレーション分析等を行う場

合には床面積についても内生変数として考える必要があ

る．以上のような考察を踏まえ，本研究では，非市場的

相互作用の結果，均衡状態に至っている状態を短期均衡，

市場的相互作用を含めて均衡状態に至っている状態を長

期均衡と呼称する． 

短期均衡を仮定した場合のモデル推定は，Pseudo maxi-

mum likelihood法(Aguirregabiria, 2004)11)を用いて行う．本推

定法の概略は以下の通りである． 

1. 選択確率の初期値 として観測値を与え，パラ

メータθ を推定する． 

2. パラメータが収束するまで以下の計算を繰り返す． 

2.1. パラメータθ から選択確率 を求める． 

2.2. 選択確率 を所与として，パラメータθ
を推定する． 

4. モデルの特性

本章では，議論を単純にするために買物目的地選択集

合が地区 1と地区 2の 2つのみを有するとの仮定をおい

て，その場合の均衡解の性質について，仮想的にパラメ

ータを設定し，短期均衡／長期均衡それぞれの条件下で

地区 2 
買物施設 
床面積 

地区 1への交通コスト:300円 地区 1への交通コスト: 600円 地区 1への交通コスト: 900円 

10000 m2 

30000 m2 

80000 m2 

注) :安定均衡点， :不安定均衡点 

図-1 床面積の変化，交通コストの変化に伴う短期均衡解の変化の数値例 
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提案モデルの挙動を確認する．

(1) 短期均衡時

始めに非市場的相互作用のみが働いた場合の短期均衡

解の挙動を確認する．具体的には，パラメータを , 

を各地域への交通コスト， 0.05, 1.1, 

2.5, δ 0.7，各個人のトリップ頻度は1と仮定した場合

の均衡解の図-1 に示す．なお，地区 2 への交通コスト

は 900円に固定，地区 1の小売店床面積は 5000m2に

固定している． 

基本的に，短期均衡解の挙動は力石ら(2015)5)と類似し

たものとなる．図-1より，短期均衡解の挙動は，今回の

パラメータ設定のもとでは，交通コストよりも目的地の

買物施設の床面積に依存することが確認できる．具体的

には，地区 2の床面積が 10000 m2の場合，地区 1までの

交通コストによらず地区 1での買物遂行確率は極めて高

くなる．地区 2の床面積が 30000 m2の場合，地区 1まで

の交通コストが低い場合は地区 1での買物遂行確率は高

いものの，交通コストが高くなると，低位均衡（2 つ存

在する安定均衡のうち，選択比率の低い均衡点）に陥る

可能性があることが確認できる．そして，地区 2の床面

積が 80000 m2まで達した場合，地区 1までの交通コスト

の値によらず，地区 2での買物遂行確率は極めて高くな

る． 

(2) 長期均衡時

次に，市場的相互作用の均衡がなされる長期均衡解の

挙動を確認する．長期均衡解は，短期均衡解の推定結果

を基に計算を行う．今回は，前節で示した均衡解のうち，

地区 1への交通コストが 600円，地区 2の買物施設の床

面積が 30000 m2の場合について，短期均衡が低位，高位

の場合ごとに長期均衡の挙動を示す．なお，(1) 床面積

が外生変数ではなく内生変数になっていること，(2) 非

市場的相互作用項は内生変数ではなく外生変数（４章

(1)節で得た低位均衡解，高位均衡解を想定）になって

いること以外は，パラメータは前節にて示したものと同

一である． 

図-2に，短期均衡状態が低位及び高位均衡の場合にお

ける長期均衡解をそれぞれ示す．低位均衡となった場合，

短期均衡解に引き寄せられる形で地区 1での買物需要が

減少することが確認できる．一方で，短期均衡解が高位

均衡となった場合，前者とは逆に，短期均衡解に引き寄

せられる形で地区 1での買物需要は増加することが確認

できる．すなわち，市場メカニズム条件下のみにおいて

は存続できないような環境に立地する小規模小売店であ

っても，非市場的相互作用が卓越している場合において

は，施設が存続できる可能性がある． 

5. 実証分析

(1) 使用データと分析対象地域

本研究では，広島市全域を実証分析の対象とする．実

証分析では，2008年実施の広島市交通実態調査データと，

2007年実施の商業統計調査データ，そして2008年度の公

示地価データを用いる． 

広島市交通実態調査は，1日の交通行動を把握するこ

とを目的として行われた交通日誌調査である．37,253票

が回収されており，抽出率は約3.4%である．また，実証

分析に当たっては，ゾーンCの空間解像度に従って目的

地のゾーニングを行っている．なお，目的地の空間の取

り方により分析結果が異なることは承知しているが，本

研究においてはその問題点は考慮せずに実証分析を進め

る． 

また，商業統計調査は，日本全国にあるすべての商業

事業所を対象として，我が国の商業の実態を明らかにし，

商業に関する施策の基礎資料を得ることを目的とした全

数調査である．本研究では，売場面積をゾーンC単位に
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図-2 長期均衡解の数値例 
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集計することで，各地域毎の小売店の床面積を算出して

いる． 

 公示地価データはポイントデータであるため，すべて

のゾーンに対して地価を対応させることができない．そ

こで，全データから住宅地価を取り出し，人口密度を説

明変数とした住宅地価の回帰モデルを構築することによ

り各ゾーンの地価を求めた（図-3）． 

 交通コストは，ロジットモデルを用いて構築した交通

手段選択モデルから，期待最小費用を計算したものを用

いる．

本研究では，(1) 交通コスト，住宅地価のデータが存

在するゾーン，(2) 少なくとも1つの買い物施設が存在す

るゾーン，(3) 集中トリップ数が10以上確認されたゾー

ン，のすべてを満たす87ゾーンを選択肢集合として分析

を行った．本来は，選択肢集合は個人間で異なるものと

考えられるため，改良の余地がある．

(2) 推定結果

本研究では，まず買物魅力度の内生性を考慮しない場

合の推定を行った．即ち，市場的／非市場的相互作用の

内生性を考慮せず，小売店の床面積やトリップ集中量が

データから市場的／非市場的買物魅力度を求め，説明変

数に外生的に与えた推定を行った．買物目的地選択モデ

ルの推定結果を表-1に示す． 表より，市場的買物魅力度，

非市場的買物魅力度，交通コストすべて有意となり，期

待通りの符号となった． 

次に，上述した構造推定を試みたが，繰り返し計算の

過程で，二種類の結果間で行き来し，収束に至らなかっ

た．同様の事象がCollard-Wexler (2006)12)により報告されて

おり，他の推定アルゴリズムを用いる，又は，推定アル

ゴリズムを改良する等の対応が必要である（松村ら，

201213））． 

6. おわりに

 本研究では，市場的／非市場的相互作用によって形成

される買物施設の魅力度を内生化した買物目的地選択行

動をモデルを提案した．本研究での特筆すべき点として，

提案モデルは，市場メカニズムのみを考慮した場合には

定量的に説明できない現象を説明できうるモデル構造と

なっていることが挙げられる．

また，提案モデルを用いた実証分析も試みた．説明変

数の内生性を考慮しない場合の推定結果は得られたもの

の，構造推定を試みた結果，繰り返し計算が収束に至ら

ず推定を断念した．収束に至らなかった原因として，理

論モデル内のパラメータの識別可能性の問題，そして，

実証分析に使用したデータセットの作成方法の問題等が

考えられる．従って，本研究における今後の課題として

は，まずはパラメータの推定アルゴリズムの改良や，距

離や交通コストにより施設の商圏を考慮した買物目的地

の選択肢集合の設定を行うことが必要であるものと考え

られる．また，買物トリップ発生量，消費金額のモデル

化や，小売業者の参入撤退行動のモデル化も必要である

思われる．発表時には，以上の点を踏まえた議論を行い

たいと考えている． 
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